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はじめに
1.本稿の目的
高齢化社会の到来は、戦後最大の福祉改革を推進する
契機となった。その結巣、今や福祉問題は、貧困問題で
もなく、ましてや児童問題でもなく、ひたすら高働者問
題として語られることとなり、せいぜい障害者問題が顔
をのぞかせる程度である。行政施策的には、児童領祉関
係予算・施策を老人領祉関係予算・施策にどう移行させ
るかが最大の関心事であるといっても過言ではなL、。い
わばプレストン効果であるけ。
このような状況の中にあって、ファミリーサポート
(家庭支援)施策に関速するものは、児童福祉対策の中
でも例外的な位置を占めている。全体としては高齢者中
心の施策体系であることに間違いはないが、ここ数年高
齢社会施策という形での事業も積極的に推進されるよう
になってきた。すなわち、高船者のための社会施策から、
高齢社会において発生する諸問題に対する社会施策への
転換である。たとえば、厚生白書平成元年版では、国際
児童年以来約10年ぶりに子どもの問題が「長寿社会にお
ける子ども ・家庭 ・地犠」として、メインテーマに取り
上げられたが、これはそれを最も端的に示すものである
と考える。
ただし、児童福祉全体からみると、高齢者対策とのバ
ランスの上に構築された児童福批対策は問題がないわけ
ではない。たとえば、厚生白容平成2年版では、児童領
祉として取り上げられた対策が、保育対策と健全育成対
策という、一般的あるいは共通性の高い問題に限られ、
従来より児童福祉問題として大きな関心をもたれていた
要養護児童対策は欠認している九
( 1 ) 
ここにみられるように、児童福祉領域でいうと、国次
元では、今後の社会施策として保育対策と健全育成対策
が重視されている。このうち保育対策の看仮として打ち
出されたのが地滋保育センター構想であり、具体的には
一時的保育事業として施策化された。本稿は、この一時
的保育事業を中心に、これが打ち出されてきた背景を探
るとともに、実施状況および可能性を明らかにし、もっ
て今後の保育サービスのあり方を検討するものである。
2.一時的保育事業の成立
1 )一時的保育穆業施策形成の背景と問題点
当然のことながら、一時的保育事業は忽然として出現
したものではなし、。それを要請する社会的機運が、政策
策定集団、保育施設を始めとする福祉関係者、さらには
利用の主体である国民等の間から、意図的 ・非意図的を
問わず形成され、その上に施策化が図られたものである。
そこで、ここ3年間において、政府およびその関連機関
が明らかにした保育関連対策に関する提言苦手を行ったも
ののうち、重要と考える10本について、その提言すると
ころを笠理し(表 1)、その中から、 一時的保育事業施
策形成の背景と問題点を検討する。なおここでは、本稿
の主題に沿って、筆者が問題と感じたところを3点抽出
し検討を行う。
まず第1は、 一時的保育施策あるいはそれに類する表
現は一部で用いられているものの、具体的に何が一時的
保育ニーズなのかについてはまったく明らかにされてい
ないということである。 一時的保育事業を綾も明確に提
示しているのは中央児童福祉審議会保育対策部会の「今
後の保育対策の推進について(意見具申)J(1988.11) 
であるが、ここでもその内容については一切触れていな
し、。
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表 1 子育ておよび養育環境に関する主要報告書の概要
報告書名 主たる提言
変革期における厚生行政の新た *自由契約を導入した福祉サービスの拡大
な展開のための提言 (11自由契約サービスに対する補助システムの導入 (a 措置制度の磁力化による乳児 ・延長休
(主体厚生省政策ビジョン 日等保育の促進 b 保育所機能を活用して育児相談・学童保育・ベビーシ γ ター の派遣)
研究会 (21保育所の複合施設化(例示として、老人のデイサービス機能)
発行年:1988年1月)
長寿 ・福祉社会を実現するため *児童の健全な育成と家庭の支援対策の強化
の施策のまま本的考え方と目標に (1)婦人の社会進出支援策 (a 育児休業 b.延長保育・乳児保育等保育対策 c 保育所の地
ついて 域開放 d.育児相談・地域との交流)
(主体:厚生省・労働省 (21子育てに対する総合的な相談援助体制・児童館等の充実 (31児童手当制度の検討
発行年 1988年10月) (41単親家庭・障害児家庭等社会的経済的支援を要する家庭への支援(児童扶餐手当・特別児叢扶
養手当 ・介護人派遣制度の充実)
(51乳幼児期・成長期にある児童・妊産婦 ・家庭婦人の心身の健康管理の充実
今後の保育対策の推進について (1)乳児保育 (a.育児休業制度との並行 b 無認可保育施設に対する処遇面を含む市道監督の
(意見具申) 強化)
(主体:中児審保育対策部会 (21延長保育 ・夜間保育(夜間保育の再検討)
発行年。 1988年1月〕 (31保育所機能の地域社会への活用 (a 地域の子どもたちに対する育児相談・育児講座 b.入
(41一時的な保育ニーズへの対応策の検討(ベビ-'/ッター制度の在り方の検討)
今後の社会福祉のあり方につい *高雄結社会にふさわしい社会福祉制度の憐築のための見直し方策
て(意見具申) (11社会福祉事業の範囲の見直し(民間事業者によるサービスの健全育成と 自主規制)
(主体福祉関係三審議会合 (21福祉サーピス供給主体のあり方(a.公的サービス、行政関与サービス、民間サービスの共存
同企画分科会 b 措置施設から地被福祉の担い手へ)
発行年 1989年3月) (31在宅福祉の充実と施設福祉の連携強化 (a.家庭機能の地域支援 b.施設の地域福祉セ ンタ
一化)
(41施設福祉の充実 (51市町村の役割重視・新たな運営実施体制lの構築
新しい時代の母子保健を考える (11思春期における母子保健
研究会報告 (21妊娠・出産期における母子保健 (a. 日常生活全般にわたる指導の充実 b.女性の社会進出
(主体。新しい時代の母子保 への支援の強化 c 育児教育の充実と父親の育児参加への支援)
健を考える研究会 (3)産穏期・新生児期における母子保健 (41乳幼児期における母子保健
主催 中児審母子保健対策部会 (5)学童期における母子保健 (61母子保健の実施基盤整備
発行年 :1989年12月)
今後の児童手当制度のあり方に *今後の児童対策の基本的方向
ついて一 報告書(案)ー (1)児童に対する社会資源の配分 (21一般児童の健全育成対策の重視
(主体児童手当制度基本間 (3)女性の社会進出に応じた児童対策の展開 (4)幅広い児童対策の必要性 (a.措置制度から
題研究会 の脱却と多様な保育ニーズへの対応 b.民間の児童関連産業 (チャイル ド・ビジ不ス)の育
発行年・ 1989年12月) 成と活用) (5)児童対策と高齢者対策の一体的実施
これからの家庭と子育てに関す (1)家庭と子育てをめぐる国民的議論の展開
る懇談会報告書 (2)家庭基盤整備のための支援策 (a.子育てに関する親としての意識の高揚 b.家庭や子育て
(主体 これからの家庭と子 に関する総合的な相談援助体制の整備 c 母子保健対策の充実 d 子育ての経済的支援)
育てに関する懇談会 (3)働く女性に対する支援策の拡充
主催・厚生省 (4)地域社会における児童健全育成の推進 (a.遊び場の計画的な整備などハ ドー菌の充実とネ ッ
発行年:1990年1月 卜ワーク化 b.多様な経験の場の提供や遊びのリーダーの養成など ソフト面の充実)
(5)家庭と両立する企業活動 (61国際協力の推進
新しい時代を担う子どもたちの (1)子育てに関する両性の貨任についての自覚を促し、子育ての喜びを伝える等様々な意識の啓発
ために(申し入れ) (2)子育てについての環境整備 (a.新しい多様な保育サービスの提供 b.児童手当制度の充実)
(主体社会保障制度審議会 C 育児休業制度の法的整備 d 労働時間の短縮・弾力化 e 住環境の整備 f.教育へ
発行年:1990年12月) の対応〕
今後の児童手当制度のあり方に (11児童手当制度の改革
ついて(意見具申) (2)街祉施設 (育児支援の観点から長時間保育ニ ドー等に対応する新しい保育サーピスの展開)
(主体.中央児童福祉審議会
発行年 1990年12月)
健やかに子供を生み育てる環境 (11家庭生活と職業生活の調和 (a.家族が共に過ζす生活時間の確保 b.職業生活と家庭生活
づくりについて の両立支援 C目男性の家庭生活への参加促進〕
(主体健やかに子供を生み (21家庭生活と生活環境の整備 (a.住環境の整備 b.子どもの遊び場環境の整備 c 家族ぐ
育てる環境づくりに関 るみでの社会活動の促進)
する関係省庁連絡会議 (31家庭生活と子育て支援 (a.ゆとりある教育の確保等 b.子育てに伴う経済的負担の軽減
発行年 :1991年l月) c 妊娠・出産・子育てについての相談 ・支援体制の整備)
(2) 
山県系・林・保育所における一時的保育事業 -309-
閉じく一時的保育とL寸言葉を使っている 「これから 方について(案)J(児童手当制度基本問題研究会、1989
の家庭と子育てに関する懇談会報告書J(これからの家 12)で、ここでは「ベビーシッター、優良な育児書等の
庭と子育てに関する懇談会、190.1)でも同様で、働く 民間の児童関連産業(チャイルド ・ビジネス)について
女性に対する支援策の一環として、乳児保育、保育時間 も、その指場、育成を図りながら、公的な施策と合わせ
の延長と並んで「一時的な保育」という言葉を記載して た総合的な展開を進めることが必要であろうJという文
いるにすぎなL、。これ以外の報告書、提言の多くは「多 言にみられるように、ベビーシソターをチャ イルド ・ピ
様な保育サービスjという表現を用いており、具体的に ジネスの方向で育成するとともに、ビジネス全般の育成
一時的保育事業を示すものではない。 を示唆している。この内容は最終報告である「今後の児
第2は、一時的保育事業あるいは新しい保育サービス 童手当制度のあり方について(意見具申)J (中央児童
として保育所が何をするかに関することである。これに 福祉審議会、1990.12)では触れられることはなかった
ついては、乳児保育、延長保育、夜間保育等が共通して が、国の基本的考え方を垣間見させるできごとである九
いるが、周知のようにこれらは既存の事業のうち、必ず チャイノレド ・ビジネスに関する指摘は、 「新しい時代
しも十分に実施されているとはいいがたい事業であり、 の母子保健を考える研究会報告J (新しい時代の母子保
「新しし、Jとか 「一時的Jと呼ぶにはやや語弊がある。 健を考える研究会、 1989.12)にもみられる。ここでは
この中で、 「長寿 ・福祉社会を実現するための施策の碁 母子保健の実施基盤整備の中で r(家事サービス等の)
本的考え方と目標についてJ (厚生省・労働省、 1988.1 民間サービスの在り方について、たとえば公的サービス
0)は、一時的保育事業という言葉自体は用いていない の役割分担や利用者保護の観点からの規制の必~.性、サー
が、保育所の地域開放、育児相談、地域との交流等、地 ビスの普及の観点からの育成の必要性等について検討を
域保育センタ一事業の一部については積極的推進を掲げ 進める必要がある」とし、福祉産業の二面性を意識しっ
ている。 つも、健全育成の方向を示唆している。
第1、第2の問題点に共通しているのは、提言の中身
が具体的あるいは例示的でないということである。とり
わけ、その後の社会福祉のあり方に大きな影響を及ぼす
ことになった 「今後の社会福社のあり方について(意見
具申)J(福祉関係三審議会合同企画委員会、1989.3)で、
「保育所等住民の身近に設誼されている施設に地域の福
祉センター的機能を付与していくこと等により、在宅福
祉サービスを一層進めていく必要がある」と提言されて
以降、中身の実質的な議論は置き去りにされた感が強い。
このことは整理した資料の性質上当然と考えられる面も
多いが、いずれにしても、これは政策策定集団に少なく
とも第一草案を全面的に委託したという結果になってい
る。当初は中央児童福祉審議会の中に一時保育対策等検
討懇談会が設置され、細部について議論される予定もあっ
たようであるがへこれは実現しなかった。
第3は、やや視点は異なるが、ベビーシッターを中心
とするチャイルド ・ビジネスに関する問題である。これ
については冒頭の資料である 「変革期における厚生行政
の新たな展開のための提言J (厚生省政策ピジョン研究
会、198.1)が、自由契約型保育の中で、保育所からの
派遣として例示している。また、 「今後の保育対策の推
進方向(意見具申)Jが、一時的な保育ニーズへの対応
策の一つで、あると位置づけ、それを児童福祉的観点から
検討することの必要性を指摘している。
これをさらに進めたのが 「今後の児童手当制度のあり
(3) 
2 )一時的保育事業の内容
前記のような社会状況を背景に一時的保育事業は実現
した。ただし、厚生省次元ではこれは、保育所の地綾保
育センター化が本題であって、一時的保育事業はその機
能の一部にすぎなかった。そこでまず地域保育センター
について検討する。
地域保育センタ ーは平成2年度の予算要求過程の中か
ら明らかになってきたもので、その背景には、施設の社
会化論、出生率の低下に伴う保育所の定員割オl、保育ニー
ズの多様化 ・一般化があることはいうまでもない。地域
保育センターの行う事業としては、当初、既定事業(一
般保育、乳児保育、延長保育、夜間保育、障害児保育等
の措置型保育、乳幼児健全育成相談事業および保育所地
境活動事業)と、新規事業であり センター必須事業の非
定型的保育サービス事業、緊急保育サービス事業、集団
指導事業(集団不適応、情緒不安定等により集団指導を
要する 3歳未満児に対する週2日程度の保育サービス)
との組み合わせで考えられていた。しかしながら、最終
的に地境保育センター活動事業として予算化されたのは、
地峡活動事業 (a.特別保育推進事業/乳児保育 ・障害
児保育 ・延長保育 ・夜間保育 b.特別保育科目設定実
施事業5))と一時的保育事業のみであり、乳幼児健全育
成相談事業は従来の通り都市健全育成相談事業の枠のま
まで実施、また集団指導事業については予算化が見送ら
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地域保育センター唯一の新規家業としてスタートした
一時的保育事業は、 「パートタイム就労等女性の就労形
態の多機化に伴う一時的な保育や保護者の傷病等による
緊急時の保育に対する需要が高まっていることにかんが
み、これらの保育需要に対応するため叫Jの事業である。
これは、ベビーホテル問題の後、その対策の一環として
出された「保育所の年度途中における入所について」
(1982.8)が全くといっていいほど機能しなかったこと
を補完するという面も持ち合わせている。この事業は非
定型的保育サービス事業(保護者の労働、職業訓練、就
学等により、原則として平均週3日を限度として断続的
に家庭保育が困難になる児童を対象)と緊急保育サービ
ス事業(保護者の傷病、災害 ・事故、出産、看護・介護、
冠婚葬祭等社会的にやむを得ない事由により緊急一時的
に家庭保育が困難になる児蜜を対象)からなる。
事業実施主体は当然のことながら市町村であり、事業
を実際に実施する保育所には、専用の保育室および専任
の保母が必要である。また、国の補助基準額は常勤職員
設置費および事業費 (飲食物費を除く)の2分のlの約
377万円で、補助率は3分のlである。保護者の負担は
補助2基準額の残額分約188万円と飲食物費となる。
前項における各種提言の中で一時的な保育ニーズへの
対応策と考えられていたベビーシッター制度やチャイル
ド・ビジネスについては、高齢者関係でシルバービジネ
スが積極的に推進されているのに呼応するかのように同
じく積極的に推進された。 1989年3月の厚生省全国主管
課長会議資料によると 「ベビーシッターを家庭保育のパッ
クアップ機能を果たすものとして位置づけ、今後積極的
に対応していく必要がある」とし、平成元年度予算の中
にベビーシッター調査・研究事業が新設された円。
これに合わせて、同年10月にはベビーシッター協会が
厚生省の支援を得て発足し、翌日月には厚生省と日本保
育協会の共催で「ベビーシッタ一事業セミナー」が東京
で開催された。また、厚生省の事業ではないが、労働省
では、働く女性を支援する 「情報提供システム」を女性
職業財団に委託して、 1991年10月からスタートさせたが、
この中では、ベビーシッターサービスや育児情報を積極
的に提供するとしている。
3.一時的保育事業の実施状況
1 )地方自治体をめぐる動き
国の動きに合わせた地方自治体の動きも急であった。
一時的保育ニーズの中心的部分は都市部におけるものと
考えられる。そこでここでは、平成2年度に出された東
(4 ) 
京都、大阪府、横浜市の3つの都市自治体の社会福祉あ
るいは児童福祉審議会の答申を中心に、地方自治体の一
時的保育ニーズに対する取り組みを、前述の桝Eみに従っ
て、 一時的保育事業を中心とする地滋保育センターおよ
びチャイルド・ビジネスの2つの側面から検討する。答
申の概略については、表2に示す通りである。
地域保育センターという言葉自体はいずれの答申も使
用していないが、大阪府答申では「地域子育てセンター」
という名称で地域活動事業の積極的導入と、現行事業の
充実を提言している。ただし、一時的保育事業という言
葉も、またそれに類する事業内容も答申本文の中にはで
てこない。逆に、東京都の答申では、地域保育センター
という名称は用いていないものの、地域保育センターに
含まれていた内容は集団指導事業も含めすべて網羅され
ている。国の制度より鉱大している点といえば、措置型
事業のうち延長保育や夜間保育に関する内容が充実して
いる点、および集団指導事業をさらに拡大したものと考
えられる子育てワークショップ事業や、中・高・大学生
等ボランティアの受け入れ事業である。前者は、ベビー
ホテル問題が最も深刻な東京の実状を反映したものと考
えられる。横浜市の場合は中問答申であるが、やはり地
域保育センターという名称は使用していないものの、国
の一時的保育事業制度を評価し、措置以外の事業の積極
的導入を掲げている。
チャイル ド・ビジネスについては、大阪府答申では
「児童の生活を豊かで創造的なものにするうえで、チャ
イルド・ビジネスに期待される役割は大きい」 とし、最
も積極的な推進体制を掲げているが、総論的立場のみで
具体的な方法については特に触れていなし、。東京都の答
申はベビーホテルについてのみ言及している。しかしこ
れは 「他に代わりうる施設がない現在」という認識の下
で 「劣悪なベビー ホテル等に対しては、設備・処遇の両
面における保育水準の確保を目指し、強力な指導を行うJ
としており、公的夜間保育の停滞の中での妥協的方向と
してのベビーホテルの指導 ・強化ということである。ベ
ビーシッターについては懸案事項として特に言及してお
らず、大阪府答申ほどの積極的な内容はみられない。ま
た、横浜市の中問答申においては、この問題については
全く触れられていない。
最後に、国の考えていた一時的保育ニー ズへの対応枠
組みとはやや視点の異なる内容をもつものを指摘してお
こう。これは、大阪府答申の場合、ファミリーアドバイ
ザーの養成である。この事業は、家庭支援の一環として、
子どもとの遊び方や育児について、訪問指導を含む実践
的援助を、育児体験をもっボランティアの中高年婦人に
主要自治体の保育関連答申表 2
?
? ?
??
? ? ? ? ?
?
????
?
? ?
?????
主たる提言
(1)子育てにゆとりを(家庭への支援) (a. ファミリーア ドバイザーの養成
子育てセンター
(2)子どもに遊びを (a.多様な情報提供 b. 遊び場の整備 c 指導者の養成)
(3)地援のつながりを (a.1子どものためのコミュニティ会議」の創設 b.児童館の整備 ・運営
(4)明日を育む社会づくり (a.啓発の強化 b.チャイルドビジネスの健全育成 c 児童に配
慮した街づくり・施設づくりの促進)
(5)児童の健全育成システムの構築 (a.児童相談所の機能充実 b. 児童総合厚生施設 「大阪子
どもの域」の設置)
b 保育所の地域乳幼児を中心とした児童の健全
育成について
(主体.大阪府社会福祉審議会
答申年。 1990年7月)
名申答
(1)乳児保育 (a.産後最低3か月間の休暇保障/i!f後休暇が整備されるまでは認可保育所で対応
b. 3か月以降もできるだけ育児休業制度 c 早期に社会復帰を望む父母に乳児保育)
(2)夜型延長保育と深夜保育 (a.夜型延長保育/現行延長保育制度を夜10時まで延長・在園時間
12時間を限度とする ・エリ ア方式での実施 ・夜間家庭福祉員との並行 b.深夜保育/社会的
支援ネットワークの強化・乳児院養護施設等他の社会資源の活用 ・児童福批の視点にたっての
深夜保育の検討 ・ベビーホテルの保育水準の確保と指導)
(3)保育所機能の地域への活用 (a.育児相談/児童の発脊や基本的生活習慣中心 ・子育て支援相
談ネットワークの構築 ・育児講座 ・子育てワークショップ b.一時的保育事業/緊急一次保
育 ・非定型的保育 ・集団不適応児童ー との交流 c その他の事業/地域の異年齢児との交流・
卒園児へのケア ・留守家庭児童へのケア ・学生ボランティアの受け入れ ・施設の地域開放 ・高
齢者等との交流)
(4)保育室 ・家庭福祉員 (a.認可保育所の整備を前提 b.新たな社会的保育システムへの位置
付け)
多様化する保育需要に対応する
ための総合的保育施設について
(主体 :東京都児童福祉審議会
答申年 1990年1月)??
保育需要の多様化に伴う保育施
策のあり方及び今後の社会的役
割について(中問答申)
(主体 .横浜市児童福祉審議会
答申年 :1991年1月)
(1)乳児保育(産休明けの保育を含む)について (a.認可保育所とりわけ公立保育所での実施体
和lの整備充実 b.無認可保育施設・家庭保育福祉員の整備 c 育児休業制度・再雇用 ・フ
レックスタイム制の普及の働き掛け)
(2)長時間保育について (a 認可保育所における公私の均衡のとれた長時間保育体制の強化
b.無認可保育施設での長時間保育の質的向上と指導 c 家庭保育福祉員の評価と検討)
(3)一時的保育について(a.国の一時的保育事業の評価 b.保育所が措置施設以上の地場福枇
施設としての事業展開)
? 。
人間福 干止学
委嘱するもので、まったくの新規事業である。東京都の 老人福祉施設訪問等世代間交流事業が2割強で最も多く、
答申では、無認可保育事業であり、ベビーシッター的要 保護者等への育児講座もこれに近L、。実施事業の種類に
索も兼ね備える保育室や家庭福祉員の充実があげられる。 ついては、公私立闘でかなりの違いがみられる。
これは先の夜間保育 ・深夜保育と同様に、 遅々として進 受け入れ体制をみると、一時的保育担当保母を全くお
まないベビーホテル対策を代替するという位置づけがな いていないところも4施設ある。また、非常勤だけで対
されている。また、将来の検討事項として、休日保育や 応しているところも3施設ある。通知連り常勤保母l名
病児保育を掲げている。横浜市の中間答申の場合も、家 を配置しているのは42.4%で、公私立聞で差はない。最
庭福祉員と同様の制度である家庭保育福祉員の充実がう 低常勤l名を含む複数の保母を配置している施設は40.7
たわれている。%である。これも公私立聞の差はみられなし、。
専用の保育室を確保しているところは78.0%、これは
2 )ー略的保育事業の実際 公立70.6%、私立81.0%で、むしろ公立保育所での確保
一時的保育事業の話題性は利用者からみてもマスコミ 率が低くなっている。措置児童との関係では、5JIJの部屋
からみてもかなり高かったようで、実施状況を掲載した で保育しているというのは11.9%、一緒に保育している
新聞も多い。たとえば、 「利用者多すぎてモテモテ事業む というのは30.5%である。 前者については公私立問の差
(大阪市の状況を紹介した産経新聞1990.11.22の記事) はないが、後者については、公立17.7%、私立35.7%と
とか、利用者が多すぎて職員に負担がかかりすぎる現実 私立の方がかなり多くなっている。
を明らかにした「見直し迫られる一時的保育J(岡山市
の状況を紹介した山陽新聞1990.12.1)とか多くの記事 ②利用状況
がみられる。 一時的保育事業の利用ケースは月間1，154で、 l施設
これらに共通しているのは、利用者あるいは利用希望 当たり19.6ケースである。公私立別にみると、公立17.8
者がかなり多く、 一部に利用できない状況があること、 ケース、私立20.3ケースであり、私立保育所での利用者
また国の補助基準が低く職員にかなりの負担がかかって がやや多い。またその理由(表4)は叫、非定型就労が
いること、実施保育所が少ないことなど‘である。そこで、 半数を占めている。これは一時的保育事業実施の際の前
平成2年度に一時的保育事業を実施した保育所の状況を 提である、非定型就労は事前に登録されるという条件か
調査した、全国私立保育園連盟の「一時的保育事業実施 らくるもので、逆に、非定型就労による利用と、緊急保
状況調査報告」叫 から、その実態を、事業の内容、利用 育による利用がほぼ半数ずつであることを示している。
状況、事業の評価の3つの側面から探ってみたい。 ただしこれを理由とするものは公私立問でかなり差があ
り、私立保育所の方がほぼ2倍となっている。緊急保育
①事業の内容 による利用では、父母等の入院・看護、母親の病気 ・通
地域保育センタ一事業のうち、特別保育科目設定事業 院、出産、子どもの通院等、病気やそれに類するものが
を実施している施設は55.9%、公私立別にみると、公立 多い。
では35.3%であるのに対し、私立では64.3%と、私立保 1日の保育時間は、 34.3%が8時間である。公私立別
育所での実施割合が高い。また、実施事業(表3)は、 にみると、公立ではこれが4.4%で、 9時間以上は11.1
表 3 特別保育科目設定実施事業実施施殺
全 体 公立 私立
項 目
施設数 % 施設数 % 施設数 % 
老人福祉施設訪問等世代間交流事業 1 4 23.7 l 5.9 1 3 31.0 
地域における異年齢児交流事業 1 0 16.9 5.9 9 21.4 
保護者等への育児講座 1 3 22.0 2 11.8 1 1 26.2 
郷土文化伝承活動 5 8.5 。 0.0 5 11.9 
保育所退所児童との交流 3 5.1 。 0.0 3 7.1 
地域の特製に応じた保育需要への対応 7 11.9 4 23.5 3 7.1 
合計 5 9 100.0 1 7 100.0 4 2 100.0 
(複数回答)
(6) 
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表4 一時的保育事業利用者の入所理由
入所の理由 全 体 公 立 私 立
件数 % 件数 % 件数 % 
母親の病気・通院 7 4 6.4 3 2 10.6 4 2 4.9 
父母等の入院・看護 1 1 1 9.6 2 8 9.3 8 3 9.7 
子どもの通院 2 1 1.8 1 5 5.0 6 0.7 
出 産 4 1 3.6 2 0 6.6 2 1 2.5 
葬儀 ・法事 1 4 1.2 5 1.7 9 1.1 
結婚式 1 1 1.0 7 2.3 4 0.5 
ヲ| 越 1 7 1.5 5 1.7 1 2 1.4 
求職活動 3 3 2.9 1 0 3.3 2 3 2.7 
研 修 5 3 4.6 2 5 8.3 28 3.3 
免許取得 1 2 1.0 2 0.7 1 0 1司2
職業訓練 1 4 1.2 1 0.3 1 3 1.5 
就 学 8 0.7 4 1.3 4 0.5 I 
非定型就労 5 9 4 51.5 8 9 29.5 505 59.3 
ボランティア活動 6 0.5 l 0.3 5 0.6 
その他 1 4 5 12.6 58 19.2 87 10.2 
ぷE弘コ、 計 1.154 100.。302 100.0 852 100.0 
%、5時間未満は26.3%である。私立では8持品s31.4%、 これも公私立問でかなり差があり、 iNAJを除くと公
9時間以上23.9%、5時間未満14.3%であり、私立保育 立ではすべてが 「現在の対象だけでよい」としているの
所での利用時Iljが長くなっている。これは、非定型就労 に対して、私立保育所では、これは47.6%であり、以下
を理由とするものが多いことと関係しているものと考え 26.2%、21.4%となっている。
られる。 一時的保育事業実施のき っかけが、公立保育所では
利用児の年齢は、 2歳児が段も多く 30.9%であるが、 「市町村が決定した」が88.2%であるのに対して、私立
これも公私立問でかなり差がみられる。公立では2歳児 保育所ではこれは16.7%にすぎず、 「保育所のこれから
が42.0%で、 l歳未満児は6.2%にすぎないが、私立で のあり方と受けとめたから」が52.3%と半数を越えるな
はl歳未満児が18.9%で、 2歳児は27.9%にとどまって ど、 一時的保育事業の取り組みに対する動機付けの差が、
いる。 公私立問のこのような評価の格差の一因となっているも
③事業の評価
一時的保育事業を実施しての感想、は(表5)、半数が
「やってよかったと思う」としている。これは私立保育
所の方が20ポイント以上高L、。逆に、 「やってみて疑問
が多い」とするものは公立保育所に10ポイントほど蒔く
なっている。
また、一時的保育事業の通知に盛り込まれなかった集
団指導事業については、 「現在の対象だけでよいJ57.6 
%、 「集団指導事業も対象にいれた方がよいJ18.6%、
「それ以外にも範囲を鉱大した方がよいJ15.3%である。
のと考えられる。
4.一時的保育ニーズの実態
一一一一大阪府の保育ニーズ調査より
1 )調査の概要
調査は、大阪府下(大阪市を除く)に居住する就学前
児童を有する世帯を対象と し、1990年1月に実施した。
調査対象の抽出は、大阪府下の民生児童委員名簿をもと
にその掲載順 (7，478名)に等間隔で150人を拍出し、さ
らにこれを1頃に男児対象調査員地区と女児対象調査民地
区に2分し、当該民生委員地区に居住する対象児を抱え
表5 一時的保育を実施した感想
項 目
全 体 公立 私立
飽設数 % 施設数 % 施設数 % 
やってよかったと思う 3 0 50.9 6 35.3 2 4 57.1 
やってみて疑問が多い 1 3 22.0 5 29.4 8 19.1 
特にいうことはない 3 5.1 2 1.8 2.4 
その他 1 0 17.0 2 11.8 8 19.1 
無回答 6 10.2 3 17.7 3 7.1 
A口、 言十 6 2 100.0 1 8 100.0 4 4 100.0 
(7) 
-314一 人間福祉学
る世帯金数とした。この手続きの結果、 2，800世帯が抽 ⑪保護者と子どもが参加しての子育て教室(子育て
出された。 教室)
調査方法は留置法である。調査票の配布および回収は 調査は、これらの保育サービス個々に対し、 「必要だ
担当の民生児童委員があたった。なお回収は、密封封筒 と思う」、 「どちらかといえば必要だと思う」、 「あま
を用い、希望者は直接大阪府に郵送してもらった。その り必要とは息わない」、「必要とは恩わない」の4段階で
結果、 2，617の有効標本が得られた(有効標本率93.5%)。 回答を求めた。必要性は、調査対象世帯にと ってではな
なお調査の具体的業務は、大阪府児童問題研究会(代 く、現代社会においてという形で判断してもらった。ま
表 .山脈文治〉が、大阪府福祉部よ り委託を受け行った。 た、個々のニーズを総合的に判断するものとして、必姿
度という指綴を用いているが、 これは 「必要だと思う」
2 )一時的保育ニーズの定義と分析の方法 10点、 「どちらかといえば必要だと思うJ7.5点、 「あ
本調査では、 一時的保育ニーズをそのようなニーズに まり必要とは思わないJ5.0点、 「必要とは恩わない」
対応するサービスを必要とする状況としてとらえ、以下 2.5点とし、その算術平均をと ったものである。
に示すような地犠保育センタ ーでイメ ージされていたも 集計の結果は表6に示す通りである。 I必要だと思う」
のを中心とする広範なサービスを設定した。 が最も多かったのは 「必要なときにその都渡預かる保育」
①半日程度の保育 の 6~1弱である。 5~1を越えるのはこれのみで、 次は
②週2-3日程度の保育 「地域の子どもたちを対象とした育児相談指導Jと 「保
③必要なときにその都度預かる保育(随時保育〉 護者と子どもが参加しての子育て教室」が4~I台で続い
④病児保育 ている。 「どちらかといえば必要だと思うJを合わせる
⑤生後1カ月くらいから預かる保育(生後 1か月保 と、 「必要なときにその都度預かる保育」は9書1、 「地
育) 域の子どもたちを対象とした育児相談指導Jおよび 「保
⑥日祝日保育 護者と子どもが参加しての子育て教室」は8害1になる。
⑦ベビーシッターのような家庭に出向いての保育(家 両者を合わせた割合が低いのは 「保母が公園等に出向い
庭派遣保育) て、保育所以外の子どもの相談指導にあたる保育」、
⑧保母が公園等に出向いて保育所以外の子どもの相 「生後1カ月くらいから預かる保育」の 4割合前半で、
談指導にあたる保育(地域青空保育) 残る6つの事業はいずれも 5割台となっている。
⑨地域の子どもたちを対象とした育児相談指導(育 必要度でこれをみると、最も高いのは 「必要なときに
児相談指導) その都度預かる保育」で、必要度は8.37である。 r地峡
表6 今後保育所に必要とされる保育サービス
半 週 都必 病
か生後
日 .-{ 導子の地域 地 重汗量日 2 度要 祝 よピ 貫主君程 預な 児 ら l 向う l
度 3 時 預か 日 いなシ に子日 て庭家ツ たの
子z室子がz の の る，・<: 保 る月 のタ 保育る談相指 しど保 保育 保そ 保i 保 育保に 1 たも育 育の 育 青い 育 出の を
必要だと思う 857 734 1，542 1，0 1 6 633 7 3 2 878 5 2 7 1， 1 7 9 1，205 (32.7) (28.0) (58.9) (38.8) (24.2) (28.0) (33.5) (20.1) (45目1) (46.0) 
どちらかといえば 496 620 554 518 419 5 9 2 5 9 2 6 2 0 8 9 5 8 6 5 
必要だと思う (19.0) (23.7) (2l.2) (19.8) (16.0) (22.6) (22.6) (23.7) (34.2) (33.1) 
あまり必要とは 7 2 9 690 2 8 3 4 5 1 7 2 6 5 7 4 674 9 0 1 319 335 
恩わない (27.9) (26.4) (10.8) (17.2) (27.7) (21. 9) (25.8) (34.4) (12.2) (12.8) 
必要とは恩わない 4 6 4 482 183 5 5 2 763 632 3 7 0 4 5 5 119 115 (17.7) (18.4) ( 7.0) (21.1) (29.2) (24.1) (14.1) (17.4) ( 4.5) ( 4.4) 
無回答 7 1 9 1 5 5 80 7 6 87 103 114 105 9 7 ( 2.7) ( 3.5) ( 2.1) ( 3.1) ( 2.9) ( 3.) ( 3.9) ( 4.4) ( 4.0) ( 3.7) 
メcコ>. 百十 2，6 1 7 2.6 1 7 2，6 1 7 2，6 1 7 2.6 1 7 2，6 1 72，6 1 7 2.6 1 7 2.6 1 7 2，6 1 7 (100%) (100%) (1∞%) (100%) (1∞%) (100%) (100%) (1∞%) (100%) (100%) 
必要度 6.71 T6.58T 8-:-37-1 6.97 I 5.91 I 6.41 I 6.97 I 5.85 I 8.12 I 8.13 
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の子どもたちを対象とした育児相談指導」および 「保護 ピスが他と比べてかなり高いということがいえる。
者と子どもが参加しての子育て教室」も8点を纏えてお 以下、 10の保育サービスと32の指標(表7の縦舶に示
り高い。逆に、最も必要度が低いのは 「保母が公園等に す)との関連をx'検定を使って分析し、必要度が高い
出向いて、保育所以外の子どもの相談指導にあたる保育」 世帯の特徴を明らかにしていく。XI 検定の結果は表7
の5.85で、 「生後1か月くらL、から預かる保育」もこれ に示す通りである。また、関連の中身の検討は、主とし
と差がない。残る 5つの項目についてはいずれも6点台 て表8-表17に示す各カテゴリ-glJの必要度の得点表に
である。すなわち、 「必要なときにその都渡預かる保育」、 基づいている。
「地繊の子どもたちを対象とした育児相談指導」および
「保護者と子どもが参加しての子育て教室」の3つのサー
表7 x'検定の結果一覧
半 週
費保育 産日 2 程度 3 1 台、
の 日
保育月保育 育保
帯世
家族形態
世帯人数
関 祖父母の同居 8 ・
す 養育代替者の同居 8 ・ 司院
る
近所付き合い
属性
事.
世帯収入 調， . 
子ど 子ども数
も 未就学児数
の 平日の昼間の過ごし方 “ • • • • • • f性属 未就学児の年船織成 . 司v・ ‘'・
年齢 司惨 司院
就労の有無 降ー 司降 . 事.
親母 就労形態 “・ • • *・
の 労働時間 • • . . . 
属性 週労働回数 e・
日祝日の就労の有無 ‘・
就労していない理由
保育所の利用 • • . .・ . • • 4・.
病気等
父が仕事を休んだ ョ， . 
保
母が仕事を休んだ
育 の 職場に連れて行く際 • 所 の 同居家族に頼んだ . 
の 対応 別居親族に頼んだ • • 手IJ
同居家族に頼んだ
対応
. 
用
別居親族に頼んだ ‘'‘俳
保育所の利用希望
望ましい保育開始時間 事司也 • . • • 
望ましい保育終了時間 事司降 • • . -・p
子育て不安 司修 司隊 . ‘ 
子育て不安への対応 ‘' . . .・ . . 営利サービスの利用 • • 司島 ‘ • • ‘'・ • • 
庭家 家事育児への父の協力 -ー
日
祝
日
保育
司隆 司民
• 
傘.
温惨 事
• 
• • 
.‘ . 
事 司与
唱民
ー
. 
• • 
• • 
保家庭童育 理青書宵
子育
て
教室
. 
司除 事・
調障
• • • 
‘ 
匙ー
事陸 ‘ • • 
• • 
唱匙
傘念
. 4・
• 
・ー
• 
. 
'‘ • • 
• • 
• • 
4惨 • • ヨ惨 事 • • 
傘羽惨 4惨 8 ・ • • 
• • 
• 司惨
(* : P<0.05 * * : P<O.Ol) 
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表8 半日程度の保育の必要度 表10 必要な時にその都度預る保育の必要性
未就学児の年齢構成 未就学児の年齢構成
3歳未満児のみ 6. 89 3歳未満児のみ 8. 3 7 
両方いる世帯 6. 7 6 両方いる世帯 8. 4 8 
3歳以上児のみ 6. 4 5 3歳以上児のみ 8. 2 7 
平日の昼間の過ごし方 保育所の利用
すべて保育所 5. 8 3 今も利用 7.32 
幼稚園か保育所 6. 64 かつては利用 8. 3 1 
すべて家庭 6. 96 利用を考えた 8. 68 
その他 6. 7 4 考えたこと無 8. 54 
母親の就労の有無 平日の昼間の過ごし方
就労している 6. 3 7 すべて保育所 7.26 
就労していない 6. 87 幼稚園か保育所 8. 4 8 
保育所の利用 すべて家庭 8. 5 1 
今も利用 5. 9 5 その他 8. 52 
かつては利用 6. 4 2 世帯収入
利用を考えた 6. 97 250万円未満 7. 6 0 
考えたこと無 6. 85 5 0 0万円未満 8. 38 
不安への対応 7 5 0万円未満 8. 4 9 
何かを頼った 6. 75 1 000万円未満 8. 39 
自分で解決 6. 22 1 000万円以上 8. 42 
母親の就労の有無
表9 週 2~3 日の保育の必要度 就労している 7. 96 
未就学児の年齢構成 就労していない 8. 57 
3歳未満児のみ 6. 79 母親の就労形態
両方いる世帯 6. 7 3 常 動 7.50 
3歳以上児のみ 6. 1 8 パート・アルバイト等 8. 05 
平日の昼間の過ごし方 自営業・家庭 8. 3 0 
すべて保育所 5. 7 1 その他の形態 8. 0 2 
幼稚園か保育所 6. 35 子育て上の不安
すべて家庭 6. 88 よくある 8. 6 6 
その他 6. 6 5 ときどきある 8. 4 1 
母親の就労の有無 あまりない 8. 20 
就労している 6. 25 ほとんどない 7. 69 
就労していない 6. 76 不安への対応
保育所の利用 何かを頼った 8. 4 1 
今も利用 5. 7 3 自分で解決 8. 02 
かつては利用 6. 4 9 
手IJ周を考えた 6. 92 
考えたことむ 6. 7 1 
不安への対応
何かを頼った 6. 65 
自分で解決 5. 9 3 
(10 ) 
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表11病児保育の必要度
母親の就労形態
手首 動 7. 8 4 
バ 卜ー ・アルバイト等 6. 6 7 
自営業 ・家族 7. 00 
その他の形態 6. 66 
保育所の利用
今も利用 7.33 
かつては利用 7.58 
利用を考えた 7.05 
与えたこと無 6. 7 8 
子育て上の不安
よくある 7.33 
ときどきある 6. 99 
あまりない 6. 7 2 
ほとんどない 6. 4 5 
不安への対応
何かを頼った 7. 0 3 
自分で解決 6. 4 1 
表12 生後1か月くらいから預かる保育の必要度
平日の昼間の過ごし方
すべて保育所 6. 48 
幼稚園か保宵所 5. 75 
すべて家庭 5. 8 0 
その他 5. 95 
母親の就労形態
?吉 動 7. 0 0 
パ トー ・アルバイト等 5. 77 
自営業 ・家族 6. 0 2 
その他の形態 5. 82 
保育所の利用
今も利用 6. 4 8 
かつては利用 6. 30 
利用を考えた 6. 1 2 
考えたこと無 5. 5 8 
子育て上の不安
よくある 6. 1 5 
ときどきある 5. 9 7 
あまりない 5. 6 6 
ほとんどない 5. 1 0 
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表13 日祝日保育の必要度
平日の昼間の過ごし方
すべて保育所 6. 93 
幼稚留か保育所 6. 1 3 
すべて家庭 6. 2 7 
その他 6. 59 
母親の就労の有無
就労している 6. 79 
就労していない 6. 25 
母親の就労形態
常 勤 7.36 
パ トー ・アルバイト等 6. 64 
自営業 ・家族 6. 80 
その他の形態 6. 3 0 
保育所の利用
今も利用 6. 9 3 
かつては利用 6. 9 0 
利用を考えた 6. 5 7 
考えたこと無 6. 1 5 
子育て上の不安
よくある 6. 7 0 
ときどきある 6. 38 
あまりない 6. 4 5 
ほとんどない 5. 34 
不安への対応
何かを頼った 6. 4 5 
自分で解決 5. 9 1 
表14 ベビージッターのような派遣型保育の必要度
世帯収入
2 5 0万円未満 6. 5 7 
500万円未満 6. 78 
7 5 0万円未満 7. 08 
1 000万円未満 7. 38 
1 000万円以上 7. 6 0 
子育て上の不安
よくある 7.24 
ときどきある 7.00 
あまりない 6. 8 5 
ほとんどない 6. 2 1 
不安への対応
何かを頼った 7. 05 
自分で解決 6. 2 3 
、 ， ，
，
???
???，、
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表15 保育所以外の子どもの
相談指導等にあたる保育の必要度
未就学児の年齢構成
3歳未満児のみ 6. 44 
両方いる世帯 6. 1 5 
3歳児以上児のみ 6. 0 1 
平日の昼間の過ごし方
すべて保育所 5. 9 6 
幼稚園か保育所 5. 98 
すべて家庭 6. 36 
その他 6. 28 
子育て上の不安
よくある 6. 6 5 
ときどき 6. 26 
あまりない 5. 79 
ほとんど無 5. 7 1 
不安への対応
何かを頼った 6. 30 
自分で解決 I 5. 6 3 
表16 地織の子どもたちを対象とした
育児相談指導の必要度
子育て上の不安
よくある 8. 4 7 
ときどきある 8. 1 8 
あまりない 7. 84 
ほとんどない 7. 0 9 
不安への対応
何かを頼った 8. 1 9 
自分で解決 l 7. 39 
表17 保護者と子どもが怠加しての
子育て教室の必要度
子育て上の不安
よくある 8. 4 2 
ときどきある 8. 22 
あまりない 7. 84 
ほとんどない 7.22 
不安への対応
何かを頼った 8. 22 
自分で解決 I 7. 38 
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3 )調査結果の分析
世帯に関する属性としては家族形態を始めとする 6つ
の項目との関連を検討した。その結果、近所付き合いと
の聞にいくつかの関連がみられたが、全体としては世帯
に関する属性と保育サービスとの聞にはあまり多くの関
連はみられなかった。たとえば、家族形態や祖父母との
同居などは、保育サービスとの関連で引き合いに出され
ることの多い属性であるが、今回の調査からはそのよう
な結果はみられない。少なくとも意識次元では、祖父母
が同居していてもいなくても、分析対象としたような保
育サービスの発生には影響しないということである。
やや特徴があると思われるのは、世帯収入との関係で、
これは随時保育、家庭派遣保育という、今日チャイルド・
ビジネスが進出しつつあるサービスにおいて、世帯収入
が高い世帯での必要度が高いという結果にな っている。
また、縦方向、すなわちサービスの方からみると、最も
必要度の高かった随時保育に大きな特徴がみられ、家族
形態、世帯人数以外の属性とはいずれも有意水準1%で
関連がみられる。随時保育は、まさに一時的な性質のニー
ズであり、祖父母を始めとする世話の代替者での対応で
も可能ということであろう。
子ども自身の属性(内部カテゴリーについては表7参
照。以下同様)との関連では、平日の昼間の過ごし方と
未就学児の年齢織成との閣に多くの関連がみられた。こ
れは、現に保育所を利用しているか否かにより規定され
ているものと考えられる。たとえば現に利用している世
帯では、現在の利用内容を下回るようなサービスについ
て必要度は低く、現行の保育所では対応が必ずしも十分
にできているとはいいがたいサービスについては必要度
が高くなっている。逆にいうと、現在保育所を利用して
いない世帯で、前者のようなサービスの必要性の認識が
高いということである。
母親の属性との間では、就労に関連する属性との間に
相対的に多くみられた。就労は保育所の利用と関係が深
く、これは前項の子ども自身の属性における結果と同様
の内容をもっており、またその背景も共通しているもの
と考えられる。
保育所の利用に関する属性との間では、とりわけ保育
所を利用したことがあるか否かとの間で、半日程度の保
育から日祝日保育までの6つのサービスとの関連がみら
れた。関連がみられたのはいずれも預かり型の保育で、
相談指導型のサービスについては関連がみられない。関
連の中身をみると、半日程度の保育、週2~3 日の保育、
随時保育の3つのサーピスと、病児保育、生後1か月保
育、日祝日保育の3つのサービスとでは傾向が全く逆に
(12 ) 
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なっている。前者は、保育所を利用したことのない世帯
の方が必要度が高く、後者は少なくとも保育所を利用し
たことがある世帯の方が必要度が高い。
少なくとも保育所を利用したことがある世帯にとって、
前者のサービスは、現行措鐙に基づく保育サービスがす
でに含んでいるニーズであり、必要性の認識は低いが、
後者のサービスは、現行の保育所制度ではほとんどの場
合対応困難なニーズであり、必要性の認識が高くなって
いるものと考えられる。一方、保育所を利用したことが
ない、あるいは現行のような方式では利用できない世帯
の場合、措置型でない預かり形態(その多くは、一時的
保育事業が対応しようとしたもの)に対する希望が強い。
保育所の利用希望については、育児相談指導と子育て
教室という、直接の世話が絡まないサービスとのみ関連
がみられたが、これはいずれも利用を希望しない世帯の
方が高く、預かりを希望するわけではないが、子育てに
関する相談指導については必要性を感じている世帯が地
犠の中に存在していることがわかる。
今回の枠組みの中には組み込まなかった長時間保育の
問題に関連する、望ましい保育開始時間および保育終了
時間については、週2-3日程度の保育から家庭派遣型
保育までの6つのサービスについて、いずれも関述がみ
られた。これらはすべて直接の保育(世話)を必要とす
るものである。関連の中身をみると、いずれも早い時聞
からの保育を必婆とする世帯、逆に遅い時閉までの保育
を必要とする世得、すなわち長時間型の保育が必要であ
ると考えている世帯に、このようなサービスに対する必
要性の認識も高くなるという傾向がみられた。
最後に育児不安や家族関係等との関連に関する結果を
検討する。ここでは4つの項目との関連をみたが、その
うち子育て上の不安の有無、子育て上の不安に対し実際
に何か対応をしたか否か、子育てに関する営利サービス
を利用したことがあるかどうかの3項目については、多
くのサービスとの関連がみられたが、父親が家事育児に
協力的であるか否かとの関連はあまり多くはみられなかっ
た。とりわけ営利サービスの利用については、直接の世
話を要するサービスについてはすべて関連がみられ、逆
に相談指導裂のサービスについてはいずれも関連がみら
れないという特徴がある。また、子育て上の不安や不安
への対応については、少なくとも相談指導型のサービス
とはいずれも関連がみられた。関連がみられたものにつ
いてその中身をみると、どのサービスも、子育て上の不
安がある世帯、子育て上の不安に対し実際に何か対応を
した世帯、 子育てに関する営利サービスを利用したこと
がある世帯の方が必要度が高かった。
( 13) 
5.結果の考察とまとめ
今日の社会福祉のあり方に大きな影響を与えた、福祉
関係三審議会合間企画分科会の意見具申(1989.3)以降、
保育所の地峨保育センタ 化ーに向けての動きは急認であっ
た。総務庁の行政監察においても「多様化する保育需要、
多岐にわたる保育対策の展開等に対応するためにも、保
育所において提供する保育の種類、内容の充実、地域の
特性に応じた保育機能の整備が必要と考えられるJ10) と
指摘されているように、また各自治体の動きや大阪府の
調査結果にもみられるように、このような方向は今や避
けがたいものとなっている。
本稿においては、この一部を具体化した一時的保育事
業について、その背景と内容、実施状況、住民のニーズ
を検討してきた。その中から、今後このサーピスを推進
していくという立場で考えた際、今後一層の検討を要す
る点として、以下のようなことが明らかになった。
第 iは、措置機能を残しつつ、多様な預かり形態や子
育て支援的サービスをどう組み込んで行くかということ
である。保育関係者の一部には、措置施設からの脱却を
主領する怠見もあるが、日常的に保育に欠ける状況にあ
る子どもにとって、措置により保育が保障されることは
段低の条件であろう。その上に、いかに多様なサービス
を付加することができるか、とりわけ働く女性に対する
サービスから脱却して、子育ての支援者として、あるい
は子育ての社会的パートナーとしての位置づけをいかに
確保するかが問題となろう。少なくとも住民は、そのよ
うなサービスが社会に存在することを望んでいる。
第2は、多様なサービス機能を具備するとした編合の
制度的裏付けに関する問題である。 r措置児の保育だけ
で手一杯なのに、それ以上に地場活動だ、相談事業だ、
緊急一時保育だと言われでも、 そんな余裕はありませ
ん」川という声に代表されるよ うに、現在の一時的保育
事業でさえ、十分な職員配置と保育環境が保障されてい
るわけではなし、。措置に関わる部分でさえ、今日の社会
一般の就労環境あるいは労働条件からして必ずしも十分
とはいいがたい。保育労働に従事する意欲が保母資格所
有者の中でも低下しているといわれており、労働条件、
保育環境設備等、保育をとりまく環境を強かにすること
も引き続き検討を要する課題である。むろん一方で、保
育所側の自主的努力が必要であることはいうまでもなし、。
第3は、多機能化の中で、チャイルド・ビジネスとの
関係をどうするのかという問題である。これはチャイル
ド・ビジネスを社会的サービスとして積極的に推進する
かという問題だけで・なく 、公的保育サービスの中にこれ
-320 人間福祉学
を組み込むのか、さらには保育所自体もそれを担ってい
くのかという問題である。全国社会福祉施設経営者協議
会は、一時的保育事業の実施により「近い将来保育所が
インフォーマルなサービス供給を求められたとき、ベビー
シッタ一、ホームヘルパーなどの派遣事業に取り組み易
くなる」聞としているが、このことは先の第2の問題を
さらに深刻化させることになろう。
出生率の低下、子育て環境の変化、労働形態の多様化
等、今日の社会状況からして、児童家庭福祉施策の充実
が緊急の課題であることは衆目の一致するところである。
保育所の地域保育センター化はこのような中にあって、
当然、の方向であると考えられるが、その実現過程におい
ては、 L、くつかの克服すべき問題がある。行政のみなら
ず、保育現場からも、これらの問題の克服に向けての共
同の努力が行われ、子どもや家庭の福祉の向上に大きく
寄与する社会的施策の体系が構築されなければ江らない。
一一一一注 一一一一
1 )わが国では高齢者団体も子ども関連団体もいずれも
政府に影響を与えるほどのプレッシャーグループに
成長しているものはなく、その意味ではプレストン
効果というよりも、政府によるその先取りといった
方が適当かもしれない。
2)このような兆候はすで、に昭和62年版厚生白書にみら
れる。ここでは、 「総合的な社会サービスの推進」
の項の児童福祉対策として、保育対策、健全育成対
策、 母子保健対策の3つのみが取り上げられている。
3)厚生福祉1989年7月15日号では、同懇談会の委員構
成、審議内容等について詳しく紹介している。
4)チャイルド・ビジネスの問題は、 1980年代初めにベ
ビーホテル問題が発生した当時大きな話題となり、
強く批判されたものであるが、その後高齢者問題へ
の対応をシルバー・ビジネスに依存する方向を強く
出したため、非常に問題か弔騨になった。シルバー・
ビジネスが、介護サービス、入浴サービ司ス、介護機
器、有料老人ホームと拡大されていった方向を考え
ると、まさにベビーシッターの承認はチャイルド・
ビジネス育成の端緒であるとも考えられる。現に
i21世紀の社会保障を展望する一制度改革の理念
と方向J (社会保障・グループ21、1988.9)では、
見直しが必要な児童対策として「余暇時間の拡大に
応じたベビーシッターやベビーホテルなど 『新しい
児童産業』の育成を図っていく必要がある」として
いる。
5 )特別保育科目設定実施事業は、 「児童福祉施設等に
(14 ) 
おける施設機能(保育所機能)強化推進費について」
(児発第450号、 1987.5)に端を発するもので、そこ
では特別保育科目設定実施事業として老人福祉施設
訪問等世代間交流事業、地域の異年齢児との交流事
業、入所児童の保護者への育児講座、郷土文化伝承
事業の4つの事業があげられていた。続く 「保育所
地域活動事業の実施についてJ (児発第369号、1989
5)では、事業メニューとして保育所退所児童との
交流、地域の特性に応じた保育需要への対応の2つ
の事業が加わるとともに、育児講座が 「保護者」か
ら「保護者等」となり、保育所措置児から地域の一
般の児童の保護者も含むものに拡大された。
6) i一時的保育事業の実施についてJ (児発第508号、
1990.6)の 「趣旨」より。
7)ベビーシッターに関しては、表1に示したもののfIB...
「乳幼児期の人間形成と環境に関する調査報告書」
(科学技術庁資源調査会、 1988.9)の影響も大きい
と考えられる。
8)調査は1990年震に一時的保育事業を実施した105市
町村のうち、第一次調査に回答した89保育所につい
て実施。調査期日は1991年1月12日、回収数は590
9)利用実績は1990年1月(当月未実施施設については
12月)のものである。
10)総務庁行政監察局編「保育所の現状と問題点」大蔵
省印刷局、 1991.4、 43頁。
11)全国私立保育園連盟「明日の保育への提言<II>
(試案)J全国私立保育園連盟、 1991.8、27頁。
12)全国社会福祉施設経営者協議会 「保育所経営法人の
新たな展開をめざして」全国社会福祉協議会、 1990.
7、24頁。本報告書では、一時的保育事業を経営の
観点からも評価できるとしている。
(平成3年10月1日受理)
山県系 ・林 保育所における一時的保育事業
?
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Summary 
The objective of the day nursery is to provide nursery care for babies and infants who do not 
receive sufficient care. The most common reason of the seven standards designated for admission 
is of guardians working full-time. 
Recently， however， public needs for child-care services have diversified. As a response， 
the Ministry of Health and Welfare has implemented occasional nursery care services program 
which consists of intermittent care services and emergency care dservices 
We study the background of the program establishment， circumstances of its enforcement and 
the scale of public needs， and also discuss the future direction of nursery care services. We conclude 
that day nurseries should be useful for families in which the mothers do not work， become comm 
unity resources， and become comprehensive centers for child-rearingφ 
( 15) 
